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１．はじめに

2000年以降、地域金融機関をとりまく経営環境はいくつかの点で大きく変化した。まず第一点目は、現在の日

本の金融を考える上で、中小企業金融や地域金融が重要な政策課題となってきたという点である。具体的には、
2003年３月に金融審議会。金融分科会・第二部会報告として、「リレーションシップ・バンキングの機能強化に向
けて」が公表され、その後「リレーションシップ・バンキングの機能強化に関するアクションプログラム（平成
15～16年度)」「地域密着型金融の機能強化の推進に関するアクションプログラム（平成17～18年度)」「地域密着
型金融への取り組み（平成19年度～)」という形で経済情勢や体制整備状況にあわせた地域金融機関に対する金融
政策が示された点である。また、中小企業金融等の円滑化という点では、2007年のサブプライムローン問題に端
を発した世界的な金融危機以降､特に厳しい状況にある中小･零細企業及び住宅ローンの借り手を支援するため、
金融庁が「中小企業等に関する金融の円滑化を図るための臨時措置に関する法律（中小企業円滑化法)」を施行し
た点なども挙げられる(平成21年12月４日施行)。

第二点目は、収益環境の変化である。２１世紀に入り、経済活動格差の拡大が取り沙汰され、さまざまな先行研
究でも人口構成の高齢化や経済改革等を要因とする大都市圏と地方の経済格差。所得格差が論じられている。日
本の地方銀行の業務粗利益のうち約75％が資金利益であり、さらにその70％以上が預貸金で占められている。と
りわけ中小企業や個人を主要取引先とする地域金融機関にとってこれらの変化は収益性の大きく左右する。全国
の中小企業数は、2001年には468万社であったが、2006年には419万社と約50万社減少し（中小企業庁「中小企業
の企業数.事業所数｣)、全金融機関の中小企業貸出残も2001年222兆円から2006年には187兆円へ約35兆円減少し
ている（日本銀行調査統計局「金融経済統計月報｣)。また、今回の研究の対象としている地方銀行の貸出金利回
りは2002年３月が2.23％であったのに対し2006年３月に1.98％へ0.15ポイント減少（全国銀行協会「全国銀行財務
分析（地方銀行)」しており、これら数字からも厳しい収益環境となっていることがわかる。
第三点目は､取り扱う金融商品の変化である。1998年に銀行で投資信託の販売が解禁となったことを皮切りに、

2001年には住宅ローン関連の損害保険等の解禁、2002年には個人年金保険の販売解禁、さらに2007年には保険商
品販売の全面解禁となりこれらの販売手数料等は銀行の役務収益に大きく寄与している。従来の融資商品も自行
独自の住宅ローン商品の充実や消費者金融との提携によるローン商品の登場、事業性融資では、地域密着型金融
の展開によって、スコアリングモデルを活用した融資やABL（動産担保融資）等さまざまな商品を提案できるよう
になった。

このように金融機関の取り巻く環境の変化や手段の多様化によって銀行間はもちろんのこと、証券会社や保険
会社等との競争も激化しており、各金融機関は限りある経営資源を選択と集中し、収益性の向上を図る必要があ
る。1996年11月に、いわゆる日本版金融ビッグバン構想（以下、ピッグバン）が発表された翌年、三洋証券、北
海道拓殖銀行、そして山一証券が次々と破綻する事実を目の前にして、ビッグバンをこれまでの経験則からむし
ろ懐疑的に見ていた都市銀行、大手証券などが競うようにピッグバン対策を打ち出した。これを境に、都市銀行
や大手地方銀行は急速に中小企業金融、個人顧客を対象とするリテール。マーケットへと傾斜し、金融機関によ
るリテール゜マーケティング戦略の導入がなされた。しかしながら、このような状況下に置かれてから１０数年し
か経過していなく、多くの金融機関にとって、いまだに何に重点をおいて活動するのが望ましいか、すなわち、
どのような手段や戦略に重点をおけば金融機関の成長や収益の増加につながるのかに関しての確固たる戦Ⅲ各は簗
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かれていなく、アカデミックな研究もなされていないのが現状である。これらから、景気回復の糸口が見えない

金融危機状況下に焦点を当て、我が国に限らず世界的な金融危機に直面していた2009年３月から７月に掛けて、社

団法人全国保証協会連合会および社団法人全国地方銀行協会の支援を得て、地方銀行64行へマーケティング実態

調査のアンケートを実施した。その際、先行研究による比較検証を行うため、宮村・住谷（2003）が社団法人全

国信用金庫協会の支援を得て、金融危機前の2001年11月に行った信用金庫向けのアンケート調査時に使用した設

問20項目を採用した。

そこで本稿では、上記のアンケート調査結果を基に、宮村・住谷（2003）の分析フレームワークを使用し、地

域金融機関の収益源であるリテールに対するマーケティング手段、及びそれらを意思決定する際の背後に存在す

る地域金融機関の経営戦略を因子分析により明らかにする。さらに、この期間の地域金融機関のパフォーマンス

変数（役務取引等利益増減率・資金利益増減率・貸出残高増減率・消費者ローン残高増減率・中小企業貸出残高

増減率。預金残高増減率・貸出金利回り変化率・預金利回り変化率）にどのようなリテール・マーケティング戦
Ⅱ各が影響を与えているのかを回帰分析を用いて調べることにより、経済停滞下の現況においても有効に機能する

地域金融機関の収益性向上策を提示する。なお、分析に用いるために収集した各手段のデータは、地域金融機関

のリテール。マーケティング関連の手段であるため、本稿が分析する方針や戦略はマーケティング戦略、経営戦

略を中心としており、財務戦lll侍は対象としていない。

本稿の構成は以下の通りである。第２章ではアンケートおよびデータについての説明を行い、第３章はアンケー

ト結果の記述統計量と相関係数を分析、第４章は因子分析に基づく地方銀行が実施した戦略の抽出および意味づけ

を行い、第５章で各戦略がパフォーマンス変数に与える影響ついて分析し、結論を第６章で述べる。

２．データの説明

２－１マーケティング手法

各地域金融機関のリテール・マーケットに対するマーケティング手段については、宮村・住谷（2003）の設問

を参考に20項目を採用し、今回のアンケート項目に事前に組み入れた。なお、実際に因子分析に用いたのは、２００９

年３月時点で存在する64行の（第一）地方銀行のうち記入漏れ・未回答を除く５８行の調査結果を使用している。
アンケートの各調査項目は、以下の20項目である。

①渉外が担当する顧客の総数

②渉外が一日で訪問する顧客数

③新聞、雑誌、ラジオ広告

④ダイレクトメール活用

⑤預金通帳や定期積金通帳のデザインの工夫

⑥定期預金新規時の景品

⑦融資推進に低利を武器

③融資渉外のキメ細かいサービス

⑨営業時間の拡充

⑩ATM稼動時間延長

⑪ATM増設

⑫営業店新設

⑬自治体・商店街などの活動に積極的に参加

⑪顧客情報のデータベース化

⑮ポイントサービスの導入などで顧客を囲い込む

⑯与信スピードを速くすること

⑰インターネット。ｉモードバンキングの拡充・充実

⑱リスクに応じた貸出金利の設定

⑲ゴルフ会、旅行会などの主催による顧客組織化

⑳一般職員の情報端末（パソコンを含む）から得られる顧客情報
このうち、①～⑲は順序尺度、⑳は間隔尺度の調査データとなっている。詳細は表lの脚注に記す。本稿では、

これらの調査データを間隔尺度としてみなして各分析を行っている。
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２－２パフォーマンス変数

パフォーマンス変数については、因子分析の対象となる地方銀行58行のデイスクロージヤー紙・IR資料・決算

短信を利用し、2008年３月期から2010年３月期の3期間における役務取引等利益増減率・資金利益増減率・貸出残高

増減率。消費者ローン残高増減率・中小企業貸出残高増減率・預金残高増減率・貸出金利回り変化率・預金利回
り変化率を算出し使用した。2007年のサブプライムローン問題に端を発した世界的な金融危機を境に大きく変数
の動向が変わっているほか、アンケートを実施した時期が金融危機直後に実施したものであることからそれらの
回答環境を考慮し本期間の変数を採用することとした。

また、地域金融機関の収益の中心である資金利益増減率とその構成要素のうち保有有価証券の毅損などの影響

を極力排除できリテール・マーケットに直接影響があると考えられる6変数（貸出残高増減率・消費者ローン残高

増減率・中小企業貸出残高増減率・預金残高増減率・貸出金利回り変化率・預金利回り変化率）および取り扱い
金融商品の多様化に伴い拡大した役務取引等利益の増減率をパフォーマンス変数として採用した。なお、銀行区
分は平成22年３月末現在のもの。筑波銀行については、期間中合併していることから2008年３月期及び2009年３月期
について茨城銀行の係数を加えて変数とした，

表ｌ因子分析に用いたデータの記述統計量

平均値｜標準偏差ｌＮ

(1)|渉外が担当する顧客の総数！ 3．５７１０．８１９

②|渉外が一日で訪問する顧客数２ 2.2810.988

③|新聞､雑誌､ラジオ広告釦 4.021０９０８

④|ダイレクトメール活用 3．２１１1.088

⑤|預金通帳や定期積金通帳のデザインの工夫 2.9811.034

⑥|定期預金新規時の景品 2．４７１１．２３］

⑦|融資推進に低利を武器 3.361１．０５５

⑧|融資渉外のキメ細かいサービス 4.0910.942

営業時間の拡充③ 1.9511.330

⑩|ATM稼動時間延長 3.5511.062
5８

⑪|ＡＴＭ増設 3.881１．１８６

⑫|営業店新設 1，８１１0.945

⑬|自治体･商店街などの活動に積極的に参加 2.2611.001

⑭|顧客情報のデータベース化 4.341１．０１８

⑮ ポイントサービスの導入などで顧客を囲い込む 2.761１３６８

⑯|与信スピードを遠くすること 3．５５１1.029

⑰|ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ･モバイルバンｷﾝｸﾞの拡充･充実 3.661０．７１５

⑱ リスクに応じた貸出金利の設定 3,071１．００６

⑲|ゴルフ会旅行会などの主催による顧客組織化 4．０３１１０２５

⑳|一般1職員の情報端末(ﾊﾟｿｺﾝを含む)から得られる顧客情報')’７１４１２６３９

出所:アンケート調査結果を基に筆者作成(以下の図･表すべて同じ）

l）アンケートの選択肢は、１，２，３，４，５，６であり､それぞれ渉外担当者一人につき担当顧客がおよそ、
「100人未満｣、「100-200人｣、「300-400人｣、「500-600人｣、「700-1000人｣、「1000人以上」に対応する。

2）アンケートの選択肢は、１，２，３，４，５であり､それぞれ渉外担当者一人が一日に訪問する顧客数として
「10人未満｣、「10-20人｣、￣20-30人｣、「30-40人｣、「40-50人｣に対応する。

3）上記l)､２)以外のアンケートの選択肢は､１，２，３，４，５であり､それぞれ、「行っていない．全く重視して
いない｣、「重視していない｣、「あまり重視していないl、「やや重視している｣、「重視している｣、に対応
している。以下⑲項目の「ゴルフ会…1まで同じ瀧択肢Ｌ２．３，４．５で方)ろ＿

4）問⑳は、「一般職員の|宵報端末(パソコンを含む)から次の1-14の顧客情報を見ることができるか｣という
問いで、「預金残高｣、「融資残高｣、「住所･生年月日」、「家族榊成｣、「収入｣、「車の車種や車検の期限」
「入出金歴｣、「提携クレジットカード購買履歴｣、「渉外担当者やコールセンターの交渉記録｣、「保有不動
産評価情報｣、「保有有有価証券情報｣、「他金融樅關保有の預金残高｣、｢他金融機関からの借入残高｣、
「その他（）」の14の顧客備報について、当てはまるもの全てにﾏﾉﾚをつけさせるものである。
よって1-14の値をとり､数が多いほど電子化･データタベース化がすすんでいることを示している。

平均値 標準偏差

｡

、
③

①

③

⑥

⑦

⑧

(1)）

⑪

⑪

⑬

⑭

(蘭

⑯

⑰

⑱

[TiiI

6,）

渉外が打.hLiする顧蒋の総数'：

渉外が.、で訪:H1する顧容数2）

新聞､雑【誌､ラジオ広告3』

ダイレクトメ、ル淫j-W：

預金通帳や疋期積金通帳のデザインU')帛夫

定jtll預金新規'1＃の策晶

融疫推進if:低Fllを武器

融資渉外のキメ細かいﾘｰ･‐ピメ

営業時間の拡汽

ﾍＴＭ稼動時間延長

ＡＴＭ増設

営業店新設

自治体･商店街などの活動に積l腫的に参力Ⅱ

顧客情報のデ･タベース化

;j:イン!､サービスの導入などで顧客を|劃い込む

』鼻僧スニ．－ﾄﾞを遠くすること

インター・ネット･モバイルバンキングの1広允･充実

リスクに応:，芹貸出金利の設定

ｻﾞ.Iルプ会､旅行会などの轄催による顧客制l雛rlf

-．股1IMI員の情報端末(ハソコン駐会VP)かｸ】得円れ馬雨爽,l害朝4１

〕､５

2．２８

1．０２

1－２１

２．９８

２．４

３．３６

４．０９

１．９５

3．５５

３舎８８

二.８エ

2．２６

1.34

2.7［

3.5iｊ

〕､６６

〕０

４.()３

7.:４

０．８１９

0.988

ｑ908

ＬＯ８８

ＬＯ３４

塁.２３１

ﾕ.０５:］

0.942

Ｌ330

１０６２

ﾕ.1８６

0.945

1.001

1.0ﾕ８

Ｌ368

二.０２９

０．７１局

ＬＯＯ６

Ｌ()２５

２．６３９

5８



山口隆久・福田高明・若l1l拓志8２

３．アンケート結果の記述統計量と相関係数

前頁の表１は、アンケート調査により得られたデータの記述統計量である。表から、③新聞、雑誌、ラジオ広

告、⑧融資渉外のキメ細かいサービス、⑭顧客情報のデータベース化、⑲ゴルフ会、旅行会などの主催による顧

客組織化等の項目は、平均値が高く、地方銀行がこれらのマーケティング手段を重視する傾向が見られる。また、

⑥定期預金新規時の景品、⑨営業時間の拡充、⑫営業店新設、⑬自治体・商店街などの活動に積極的に参加、⑮

ポイントサービスの導入などで顧客を囲い込む等の項ｆＩは、平均値が低く、マーケティング手段として重視して

いない傾向にあるが、標準偏差も大きいので手段として重視するかは、各行によってバラつきが見られる。

これらの結果から、リーマンショック後の金融危機状況下における地方銀行のマーケティング手段には、全体

として対面営業（フェース・トウ・フェース）と顧客情報の蓄積を重視する一方で、営業店の新設や時間延長、

ポイントサービスの導入・拡充など固定費の増大につながると考えられる手段は重視されない傾向が見られる。

表２アンケート項目間の相関係数
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ベース化、⑮ポイントサービスの導入、⑯与信スピードを遠くすること、⑰インターネット。ｉモードバンキン
グの拡充・充実、⑲ゴルフ会、旅行会などの主催による顧客組織化、⑳一般職員の情報端末（パソコンを含む）
から得られる顧客情報のマーケティング手段との相関が高い。「⑤預金通帳や定期積金通帳のデザインの工夫｣は、
⑥定期預金新規時の景品、⑫営業店新設、⑭顧客情報のデータベース化、⑮ポイントサービスの導入などで顧客
を囲い込む、⑰インターネット.ｉモードバンキングの拡充，充実、⑳一般職員の情報端末（パソコンを含む）
から得られる顧客情報のマーケティング手段との相関が高い。「⑥定期預金新規時の景品｣は､⑨営業時間の拡充、
⑫営業店新設、⑮ポイントサービスの導入などで顧客を囲い込む、⑲ゴルフ会、旅行会などの主催による扉1客組
織化､⑳一般職員の情報端末（パソコンを含む）から得られる顧客情報のマーケティング手段との相関が高い。「⑧
融資渉外のキメ細かいサービス」は、⑩ATM稼動時間延長との相関が高い。「⑨営業時間の拡充」は、⑩ATM稼動
時間延長、⑫営業店新設、⑮ポイントサービスの導入などで顧客を囲い込む、⑲ゴルフ会、旅行会などの主催に
よる顧客組織化、⑳一般職員の情報端末（パソコンを含む）から得られる顧客情報のマーケティング手段との相
関が高い。「⑩ATM稼動時間延長」は、⑯与信スピードを遠くするとの相関が高い。「⑪ATM増設」は、⑯与信ス
ピードを速くするとの相関が高い。「⑫営業店新設」は、⑮ポイントサービスの導入などで顧客を囲い込む、⑰イ
ンターネット。ｉモードバンキングの拡充・充実、⑲ゴルフ会、旅行会などの主催による顧客組織化、⑳一般職
員の情報端末（パソコンを含む）から得られる顧客情報のマーケティング手段との相関が高い。「⑭顧客情報のデ
ータベース化」は、⑳一般職員の情報端末（パソコンを含む）から得られる顧客情報のマーケティング手段との
相関が高い事が分かる。「⑮ポイントサービスの導入などで顧客を囲い込む」は、⑰インターネット.ｉモードバ
ンキングの拡充・充実、⑲ゴルフ会、旅行会などの主催による顧客組織化、⑳一般職員の|青報端末（パソコンを
含む）から得られる顧客情報のマーケティング手段との相関が高い事が分かる。「⑰インターネット。ｉモードバ
ンキングの拡充・充実」は、⑲ゴルフ会、旅行会などの主催による顧客組織化との相関が高い。
これらの結果から、①渉外が担当する顧客の総数が多いならば、必然的に②渉外が一日で訪問する顧客数は多

くなるといった理由から相関が高くなる場合もあるが、大部分は何らかの戦'１１各に基づいて意思決定がなされた手
段であるが故に、相関が高くなっていると考えられる。次章では、因子分析により共通因子の探索を行う。

４．因子分析による戦略の抽出と解釈

これらの手段のうちのいくつかを同時に動かすような地方銀行経営者の方針や戦略を因子として抽出し、それ
に基づいてどのような方針・戦略（以下「戦略」とする）が存在するのか考える。さらに、因子の抽出に伴って
各地方銀行に対応する因子得点も得られる。よってアンケート調査の原データを使わずに因子得点を使ってパフ
ォーマンス変数に影響するのか、という分析が多重共線性の影響を弱めつつ行うことが可能である。分析ツール
としては、SPSSl20Jを用いた。因子抽出法は主因子法、回転はプロマックス斜交回転（k＝4）とした。この回帰
分析は吹章で行う。

表３共通性

n期｜因子抽出後
渉外が担当する顧客の総数

渉外が一日で訪問する顧客数

新聞､雑誌､ラジオ広告

ダイレクトメール活用

預金通帳や定期積金通帳のデザインの工夫
定期預金新規時の景品

融資推進に低利を武器

融資渉外のキメ細かいサービス

営業時間の拡充

ATM稼動時間延長

ATM増設

営業店新設

顧客情報のデータベース化

ポイントサービスの導入などで而客を囲い込む
与信スピードを;遠くすること

インターネット･モバイルパンキングの拡充･充実
リスクに応じた貸出金利の設定

ゴルフ会､旅行会などの主催による顧客組織化

一般職員の情報端末(ハソコンを含む)から得られる厩客情報

0，６５９１０．７３８

0５００１０．４６０

0．６２８１０．７８］

0，６３８１０．６２３

0，５９９１０．４３６

0．６０７１０．５６２

0．３０７１０．２２９

0．０３５１０．７１６

0．４９９１０．４２３

0．６５２１０．５８８

0.4671０．４０］

0．６９０１０．７０９

0.5581０．５１７

0．８６５0．９２０

０．５０００．４７２

0．４９９１０．３５９

0．３３８１０．２９１

0．７７５１０．６２５

0．７０９１０．７２６

注）因子抽出法：主因子法
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なお、斜交回転を用いず直行回転を利用すれば、計算される各因子に対応する因子得点ベクトルが互いに直交

するので、それを用いて行う回帰分析において多重共線性が全く存在しなくなるというメリットはある。しかし

ながら、そもそも銀行業務の現状と設定設問の内容から因子間で相関がありうると考えるのが自然だと考える。
このような理由から本稿は斜交回転を適用することにした。

また、２０の設問のうち「自治体・商店街などの活動に積極的に参加」については、当初20の設問を用いて因子

分析を行った際に、因子抽出後の共通性の値が低くいずれの因子においても因子負荷量が他項目と比較して低か
ったことから、本稿で利用したマーケティング手段の採否を決定するにあたり核となる戦略とは無関係であり、

独自性が強い変数と判|新したため除外している（

表４説明された分散の合計

回転後の負

荷壁平方和
抽出後の負荷鮭平方和初期の固有値

因子合計分散の％累積％合計分散の％累積％合計
1６．７７５３５．６５７３５．６５７６．３９６３３．６６５３３．６６５５．６５１

２２．００５１０，５５`１４１６．２１１Ｌ5５３８．１７５４Ｌ8４０４．２３６

３１．５５２８．１６９5４．３８０Ｌｌ５０6.051４７．８９１4．６４０

４Ｌ３４０7.051６１．４３１0,908４．７８１５２．６７２１．５４７

５１０６１５．５８２６７．０１３０．５６７２．９８４５５．６５６１．１０９

６１０．８９７１J1．７２１１１７１．７３．１

0．７９１１４．１６３１７５．８９７

８１0.7.181３．９３５１７９．８３２

９１０．６５７１３．４５９１８３．２９１

1０１０．５８２１３．０６５１８６．３５６

1１１１０．５３３１２．８０７１１８９．１６４

1２１０．４５９１２．４１４１９１．５７８

1３１０．３６２１１．９０４１９３‐4８１

1４１０．３２１１１１．６８９１９５．１７０

１５１０．２４３１１．２８１１９６．４５１

1６１１０２３９１１．２５９１１９７．７１０

1７１０．２１２１１．１１６１９８８２７

[８１０．１４５１０．７６３１９９．５９０

[９１０．０７８１０．４１０１１００．０００

注）因子抽出法：主因子法、回転法はkaiserの正規化をともなうプロマックス法（斜交回転）である。

表５パターン行列
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0.’'１６ -０．４３８0．５０５0．０９７ ０．３７５新llIl、雑誌､ラジオ広倍

０．０７７-0」''６0．３０４０．２４(） ().３３０ダイレクトメール添川

-０．３２０ ().０６１-０．００９飢金jmlll‘や定ＩｔＭｌ(金)､'|股のデザインの１Ｊ〈 ０．３８４ 0．２０６

0.073 -０．１５１0．６０７ 0．３２７ -0.1］７進』＃IffI金断肌時のjlt,H１

０．４９０ －０－０２１0．１１７-().()６４【).0６１

0．３９４0.009 0１６５２0．０１９ ０．２９;」

0.0390．１６３0．５２４ -0.09イ 0.2J１３

0．５０５ 0.3()３ 0.3Ｍ0．２６４ －０」６９

0．２２５ -(1０２３0．２１５ ０．６１１-ｕｌ９Ｕ

0．１６８ 0．０９８１０，１３J０．６１１ ０．４３１

0，１３１０５９１ -0.:１０ﾉ１0.023-().【)３３

－０．１８］-0,032-0.()５:｛1．０７１ -()」４４

0．１５２0．０８６ＯＬ６６９O」00 －０.’８１

0．１７９１（).０６０１００４６１１－０．１］２１０．０９９

0．５１４0」６９ 0.0'1９-ＯＩ１８１0.006

0１２４ -０．１１６-０．００３０．９２１ ‐().２０８

０．１２０0．３７６ -０．４３２0．０９００．２６`１

iN1IIliCf

ボリューム
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采猟符HI1
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渉外iilTIliIj

Hi祝iiiLlWf

IliH客ljl1い
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注）因子抽出法：主因子法、回転法はkaiserの正規化をともなうプロマックス法（斜交回転）である。
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表６構造行列

因子

Ｎｏ．１１Ｎｏ．２ＩＮＣ､３１Ｎ０．４lＮｏ５

渉外が担当する顧客の総数 0．４３６１０．８４９１０．３９５１－０．１５５１－０．０２１

渉外が一日で訪問する顧客数 0．２９９１０．６５８１０．３２３１０．０８２１０１０６

新聞､雑誌､ラジオ広告 0．５４２１０．６６６１０．６８１１-００４１１－０．３２１

ダイレクトメール活用 0．６６４１０．６４０１０．６６９１－０．２５７１０．１５１

預金通帳や定期積金通帳のデザインの工夫 0．５６４１０．４４４１０．４１１１－０．３９７１０．０８８

定期預金新規時の景品 0．６８０１０．５９９１０．４１６１-0.0621-0.048

融資推進に低利を武器 0．００６１－０００４１０．０３６１０－４６０１0.063

融資渉外のキメ細かいサービス 0.1191０．２６９１０．０９７１０．６７９１０．４９０

営業時間の拡充 0．６０４１０．３２１１０．５１１１０．０３５１０１７０

ATM稼動時間延長 0．４８８１０．２３８１０．５７７１０．２１８１１０．４５３

ATM増設 0．２７６１０．４０７１０－５５４１０．１３８１０．０６５

営業店新設 0．７４９１０．６８８１０．４５６１－０．００１１０２３６

顧客‘情報のデータベース化 0．４４１１０．３４２１０．６５１１－０．３８５１０１６８

ポイントサービスの導入などで顧客を囲い込む

与信スピードおまくすること

0．９３２１０．４３０１０．５４８１－０．２３５１－０．０３１

0．４３９１０．２２７１０．６４４１－０．０１６１０．２６０

インターネット･モバイルバンキングの拡充･充実 0．５８０１０．３６８１１０．４２１’－０．２０１１０．１６９

リスクに応じた貸出金利の設定

ゴルフ会､旅行会などの主催による顧客組織化

一般職員の情報端末(パソコンを含む)から得られる顧客情報

0．０３７１０．０３０１０．１３７１０．１１１１０．５２０

0．７５９１０．２９９１0.4481-0.04610.034

0．６５９１０．４７４１０．６８６１－０．５３７１０．１６］

融資

ボリューム

重視戦略

顧客囲い

込み戦略

渉外活動

重視戦略

非対面型

営業戦略

採算管理

重視戦略
因子の戦略面からの解釈

注）因子抽出法：主因子法、回1伝法はkaiserの正規化をともなうプロマックス法（斜交回転）である

表4からわかるように因子分析における因子数の決定に関して一般的な固有値基準（固有値＞1までの因子の個

数を因子とする）により５つの因子が抽出された。

では、表5の太字の部分をみながら、因子の意味を考えてみる。総じていえば、今回の因子分析は、因子、すな

わち地方銀行の戦略を以下のように意味づけすることができた。

第１因子は、「顧客囲い込み戦略」である。この因子に関する因子得点が高い地方銀行はポイントサービスの導

入やゴルフ会、旅行会などの主催による顧客の組織化等の顧客の囲い込みに積極的であるといえる。

第２因子は、「渉外活動重視戦略」である。この因子に関する因子得点が高い地方銀行は、店舗新設や広告に力

を入れるほか、渉外活動強化に類する項目に積極的であるといえる。

第３因子は、「非対面型営業戦'11各」である。この因子に関する因子得点が起きい地方銀行はＡＴＭの増設・設置時

間延長、新聞・雑誌・ラジオ広告やデータベース化など非対面型の合理化された内容に積極的であるといえる。
第４因子は、「融資ボリューム重視戦略」である。この因子に関する因子得点が高い地方銀行は、融資推進に低

利を武器にするほか融資渉外のきめ細かいサービスに力をいれており、積極的な融資展開を行っているといえる。

第５因子は、「採算管理重視戦略」である。この因子に関する因子得点が高い地方銀行はリスクに応じた貸出を

行い、融資渉外のきめ細かいサービスを実施しており、主に顧客の収益管理・採算面を重視しているといえる。
次に、因子間の相関をみてみる。これは、下記表7に示している。これによれば、第１因子「顧客囲い込み戦略｣、

第２因子「渉外活動重視戦略｣、第３因子「非対面型営業戦|}|各」の3つの因子は互いに正の相関がみられる。

表７因子相関行列

国|子 １ ２ ３ ４ 目

１ １１０．５６８１０．６４９１－０．１８６１０．１５６

２ ０５６８ １１０５２６１－０．０７１１００４３

Bｉ ０．６４９１０．５２６ １１－０．１７２１０．１３４

４ -０１８６１-０．０７１１－０．１７２ １１０．１２６

５ ０１５６１００４３１０．１３４１０．１２６ １

注）太字は、相関係数が0.30以上（または-0.30以下）を示している。

因子。

No.エ Ｎｏ．２ No.３ No.４ Ｎｏ．:』

渉外が担hI1する顧客の総数 0．４３６ ０－８４９ 0－３９５ ｛).１５５ ０．０２】

渉外が.iｺで訪冊１･ろ顧客数 0．２９９ 0．６５８ Ｃ､３２３ Ｏ`(〕Ｈ２ 0.：[)６

新開､雑誌.ラジオ広告 0．５４２ ０．６６６ 0－６８１ Ｃ()’11 ･0．３２１

ダイレクトメーール潅用 0－６６４ ().６dＵ ０．６６９ 0．２５７ 0．．５１

預金通帳J〈'定期硝金通帳のデザインの」苫夫 0．５６４ 0.91.1ｲＩ ０．４ユＩ 0．３９７ 0.088

定期預金新規時の策晶 0－６８０ ０.ｂ９９ 0.416 ・０．０６２ ･･0.(〕４８

融資推進に`低利を武 0．００６ ｡（).004 0．０３６ 0．４６０ 0－０６３

融資渉外のキメ細かいｻｰ･‐:二鈩〆 ０.Ｉｚ９ ０．２６９ ０１〕９７ 0．６７９ 0．４９０

貰業11寺問の拡売 ０－６０４ ０．３２ム ０５：］ 、､O３ｉｊ ０．１７０

ATM稼動Ｉ簿間延長 0．．８８ 0．２３８ 0－５７７ ０．２１８ 0.4樹３

ATM増設 0．２７６ ０．４０７ ０－５５４ ｡.Ｘ３８ 〔).()６５

営業;古新設 0．７４９ 0．６８８ ０．４５６ 0．００２ (１２３６

顧客情報のデ､‐夕べ、 ｲレ
0.2141 0.3’1２ ｑ６５１ Ｃ､３８１】 0.168

ポイン!､サー･ビスの漠７ どで顧客を囲い込む ０．９３２ 0．４３０ ０５４８ ..(〕､２３５ ０．０３１

辱｛iオス:目'-.ド§if速く-1-Ｚ ０.'1３９ ０．２Ｚ７ ０．６４４ ・０．０１６ ,【>､２(i[〕

rンターネット･モ･バイノ t､'二A二､ジゲ〃〕針Ij･司命．可宮弓ヨ ０．５８０ 0．３６８ (Ｌｌ２１ ・０．２０二 0．１６９

リスクに応じた賃1.1金ポ )設定 【).０３ ０.()３０ 0.ユ３７ ０．：[ 0．５２０

;ピルプ会、旅符会など（ 引ｌｊｉｌこよる噸専組織化 ０．７５９ ０．２９９ 0．４４８ ･･0.046 0．０３４

…股職員の情報端末(パソーンを含‘P)から得られる顧玄情報 ９．６５s ０J7４ 0．６８６ ＝0．５３７ 〔).１６１

因｡.子の戦略面からの解釈
顧客囲い

込み戦略

渉外活動

重視戦略

非対面型

営業戦略

融資

ボリュ・‐ム

巫視iilZ略

`採算管理

｢|t視戦略

因子

0．５６８ 0.649 －０．１８６ 0．１５６

０．５６８ ０．５２６ -０．０７１ 0.043

０．６４９ ０．５２６ －０１７２ ０.ｒ３４

－０１８６ －０．０７１ －０．１７２ 0.Ⅶ２６

0．１５６ 0０４３ ０．１３４ 0．１２６
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これは、いずれも「顧客数．顧客接点の増加戦略」という点という意味で共通点があるといえる。

以上、考察してきたように、アンケートから５つの戦略が抽出されたほか、因子相関行列から「顧客数.顧客

接点の増加戦略」が地方銀行のリテール戦略において志向されていることがわかる。

５．各戦略がパフォーマンス変数に与える影響(重回帰分析）

本章では、金融機関の収益性に影響を及ぼすマーケティング戦略を調べるために、因子分析から得られた共通

因子を利用して金融機関の各パフォーマンス変数に対して重回帰分析を行った。重回帰分析は、パフォーマンス

変数を被説明変数とし、前章で導いた5つの因子に関する因子得点を説明変数としたモデルに対して行い、結果は

表８（8-1～8-8）にまとめている。いずれも有意水準5％で正または負の効果をもたらすものがみられないとの結

果となってしまったが、それぞれの変数（役務取引等利益増減率・資金利益増減率・貸出残高増減率・消費者ロ

ーン残高増減率・中小企業貸出残高増減率・預金残高増減率・貸出金利回り変化率・預金利回り変化率）と5因子

の間に統計上みられる内容を考察していく。

役務取引等収益増減率に対しては、表8-1より有意水準5％で正または負の効果をもたらすものは無いが、非対

面型営業戦略は、Ｐ値が7％である事から役務取引等利益増減率に対し負の効果を与える可能性がある。当初因子

から、顧客囲い込み戦略や渉外活動重視戦略が本変数に影響を与えるものと考えていたが、分析上そのような結

果はみられなかった。役務取引等収益の増減要因は、主に投資信託や保険商品等の販売手数料であると考えられ

る。分析結果から金融危機後の市場環境の中で、非対而型戦Ⅲ各はこれらの金融商品を販売するに際し、顧客満足

を得られる対応とは言えず、負の影響を与える可能性が出たと考察される。

表8-1被説明変数＝役務取引等利益増減率

R２ １調整済みＲ２Ｒ

0．０８５１－０．００３0．２９２

係数推定値｜標準誤差｜ｔ値｜ｐ値

0.0411-6.92610.000－０．２８］定数項

0．０６２１０．１４１１0.8890．００９顧客囲い込み戦略
0．０５８１０．７６２１0,4490.044渉外活動重視戦略

０．０６７１－１．８４７１０．，７，－０．１２里非対面型営業戦略

融資ボリューム重視戦略

採算管理重視戦略

0.0491-0.5001０．６１９-０．０２４

０．０５１１－０.ｌｌＯｌｑ９１３-０．００６

次に、資金利益増減率に対しては、表8-2より有意水準5％で正または負の効果をもたらすものは無いが、ｐ値

より採算管理重視戦略が正の効果を与える可能性がある。資金利益は、資金収益-資金費用で導き出されるが資金
収益には貸出金利息のみでなく有価証券利息等も含まれるほか、資金費用の中に預金利息のほか市場調達費用が

含まれる。このため、リテール・マーケティング戦略のみをもって考察することは難しく、当初預金と貸出金の
ボリュームアップと利回り向上につながる因子が影響を及ぼすと予想されたが、分析結果からは適切な貸出金利

の設定等の採算管理が寄与している可能性があることが確認された。

表８－２被説明変数＝資金利益増減率

Ｒｚ ｌ調整済みＲ望|〈

0.053１－０．０３８0２３０

係数樅定価｜標準誤差｜ｔ値｜ｐ値
0．００７１－４．１７３１０．０００-０．０３１定数項

0．０１２１０．１６０１０．８７３0．００２顧客囲い込み戦略

0．０１１１０．７９１１０．４３２0．００８渉外活動重視戦略

0．０１２１－０．１９０１0.850-０．００２非対面型営業戦略

0.0091-0.41410.680-0.004融資ﾎﾞﾘｭｰﾑ重視戦略

採算管理重視戦略 0．００９１１．２３０１，．２２ユａＯＪ２

調盤済みＲ虹

０．２９２ 〔).０８５ -.0.003

係数推定値 標?|輿誤差 t値 p値

徽項 ･0 ０．０４１ ・6-1)２６ ０．０００

雨2罫1羽iJ､i入弗iiili(鵬 ().()Ｇ２ 0.1.11 0８８９

渉外活動頌視戦略 ０．０５８ 0.762 0.449

非対`而型蛍難戦111 ‐、 0-067 一二.８４ ０.Ｄ７Ｄ

廓１１替ポリュー・ム電#圓戦日 ･0 ;､0４９ 0．５００ 0.6エ９

操適箸撫逓桐iiiiil膳 ･-０００６ 0.05上 ･･０．：１０ 0．３１３

|(.． 調整済みＲ二

0．２３０ ０．０５３ 0.038

係数推定 標準誤差 b位 pllパ

態数項 ･･0.0 0.007 ･･４．１７:］ 0.000

顧存l]且ぃ込み戦略 0.0［ ０．０２２ 0．１６０ 0．８７３

渉外活動適視戦略 0.0（ 0.0色ユ 0．７９１ ０．４３

非剣･而剰営業戦略 -0.0（ 【)-０１２ ･0．１９０ [１２５(）

融衙ボリューム砿視戦１１１内 -0.00 ().０(〕９ ･0.414 [)_６ＢＯ

|築筧制;凋l箙視戦略 、.D１２ 0．００９ 上.２３０ ひ.２２４
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貸出金残高増減率に対しては、表8-3より有意水準5％で正または負の効果をもたらすものは無いが、ｐ値より

渉外活動重視戦略が正の効果を与える可能性がある。景気低迷における貸出金の増減要因としては、企業の資金

需要が低迷する中、中小企業貸出残高の維持と消費者ローン残高増減から特に住宅ローン残高の増減等が主な要

因であると考えられる。この為、当初渉外活動重視戦略が有効と考えられたが、分析結果からも渉外活動重視戦

略が有効である可能性があることが確認された。これは後述する消費者ローン残高増減率と同様の結果となった「

表8-3被説明変数＝貸出金残高増減率

R凶｜調整済みIｆＲ

0．３４６ 0.］２０ 0．０３５

係数推定値｜標準誤差｜ｔ値｜ｐ値

定数項 ０．０３５ 0．００７１５．２２７１０．０００

顧客囲い込み戦略 ０．０１２ ０．０１０’１．１２１１０．２６７

渉外活動重視戦略 0，１３ 0．００９１１，３６３１０．１７９

非対･面型営業戦略 -０，００６ 0．０１１１－０．５４５１０．５８８

融資ボリューム重視戦略

採算管理重視戦略

0.002 0．００８１０．２４７１０，８０６

0.004 0．００８１０４９８１０．６２］

消費者ローン残高増減率に対しては、表8-4より有意水準5％で正または負の効果をもたらすものは無いが、ｐ

値より渉外活動重視戦略が正の効果を与える可能性がある。既に述べたように消費者ローン残高の増減要因は、

主に住宅ローン残高の増減によるものであると考えられる。よって、厩i客囲い込み戦略や渉外活動重視戦略が有

効と考えられたが、分析結果からは渉外活動重視戦略が有効である可能性があることが確認された。これは、住

宅ローン利用希望者が相談しやすい状況が身近にあることや、顧客接点を積極的に行うことが消費者ローンの伸

びにつながることが考察される。

表8-4被説明変数＝消費者ローン残高増減率

R２１調整済みＲ２Ｒ

0，２７４ 0．０７５１－０．０１４

係数推定値｜標準誤差｜ｔ値｜ｐ値

定数項 ().０６３ 0．０１０１６．３８３１０．０００

顧客囲い込み戦略 0.000 0．０１５１－０．０２３１０．９８２

渉外活動重視戦略 0．０１８ 0．０１４１１．３０７１，．１９７

非対面型営業戦略 0．００５ 0．０１６１０．２９５１０７６９

融資ボリューム重視戦Ⅲ： 0．００２ 0，０１２１０．１２９１０，８９８

採算管理重視戦略 -０．００８ 0．０１２１－０．６５０１０，５１８

表8-5被説明変数＝中小企業貸出残高増減率

R２１調整済みR２1１

0．２７４ 0．０７５１－０，０１４

係数推定値｜標準誤差｜ｔ値｜ｐ値

定数項 -0.003 0．００８１－０．３７７１０．７０８

顧客囲い込み戦Ⅲ苔 0，０１６ 0．０１２１1３２８１０．１９０

渉外活動重視戦略 0.005 0．０１１１０．４８２１０．６３２

非対面型営業戦Ⅲ： -0.008 0．０１３１－０．５８６１０．５６１

融資ボリューム重視戦略

採算管理重視戦略

().000 0．０１０１－０．０４９１０９６１

0．００６ 0．０１０１０．６４０１０．５２５

中小企業貸出残高増減率に対しては表8-5より有意水準5％で正または負の効果をもたらすものは無いが、ｐ値

より顧客囲い込み戦略が正の効果を与える可能性がある。当初因子から、主に渉外活動重視戦略や融資ボリュー

Ｒ Ｒ￣ 訓轤済みＲｊ』
0.346 0．１２０ 0．０３５

係数推定値 標準誤差 b値 p値

Ri=数項 iE1 0.007 ５．２２７ ().000

顧客囲い込み戦略 ０．０１０ ユ.１２１ ().２６７

渉外活動重視戦略 ０－（ ０．００９ ﾕ.３６３ 、､１７９

非対面型営業戦略 0 )６ Ｃ､,Ｃｌ： 0．５４５ 0．５８８

融資ボリニー・ム璽視戦略 ().ＣＯ８ 0．２４７ 0．８０６

採算管理重視戦略 )４ Ｏ－ＯＯＨ 0.498 ０．６２：

Ｒ Iｒ 調整済みＲ￣

0．２７４ 0.Ｏ７Ｅ ０．０ユ４

l軍〈劇弥｣化３世lIfI． 樮準誤差 tlliI 【)値

定数増 ００（ 0．０１０ ６－３８３ 0.()00

顧客囲い込み戦略 ０．０（ ０．０１５ -０．０２３ ()_９８２

渉外漸動重視戦略 0.,Ｊ ０．０１４ 」.３０７ qＩｇ７

非対面型営業戦１１１： ０．０１ ０．０１６ 0．２９５ 0．７６９

融資ボルニーーム璽悦戦略 0.0（ 0.ＣＩ２ ０：２９ 0．８９８

操筧管蝉ZEネロIiiiilll鳥 -０．０１ 0．０，１２ -．０６５０ 0．５１８

Ｒ R￣
?

調整済み1丁

0．２７４ 0．０７５ ･０．０１４

係数推定値 標準誤差 １Ｊ値 l〕値

定数頃 －０．０（ 0.008 －０ ７７ 0．７０８

'頽客ljHい込み戦略 ,.、Ｉ ０.ＯＸ２ Ｚ８ ,､ＩｇＤ

渉外活動T圓視iiik略 0０（ `､０１１ （） ８２ (〕.Ｇ３２

非対･面型営業戦'11各 ･０．０（ 0．，１３ ,.(） ８６ 0.5()１

融資ポリー･-ム重視戦F１ ０.ＣＧ ｎｎｌｎ
ＬＪ■､ダニＢｊ －０ ４９ G､９()Ｉ

採算管理甫視戦略 0.00 (》.()１(〕 ４(） 、Ｒｎ〕戸
Ｕ，pｊ－ｂ
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ム重視戦略が本変数に影響をあたえるものと考えていたが分析結果分からは顧客囲い込み戦略が有効である可能
性があることが確認された。しかしながら、同戦略から選択され得る可能性が高いマーケィング手段は個人顧客
に対するものが多いため、やや考察が困難である。

預金残高増減率に対しては、表8-6より有意水準5％で正または負の効果をもたらすものは無いが、ｐ値より顧
客囲い込み戦略が正の効果を与える可能性がある。地方銀行の預金残高増減の要因を見てみると、団塊の世代の
大量退職等の理由から個人預金がここ数年大幅に増加しつづけていることがいえる。このことから、顧客の囲い
込み戦略の因子に影響を与えるマーケティング手段は個人預金の増加へ正の影響を与えると推察され、分析結果
も当初の予想通りの結果となった。

表8-6被説明変数＝預金残高増減率

ＱＪ

Ｒｊ９｜調整済みR￣Ｒ

0.132１０．０４８0．３６３

係数推定値｜標準誤差｜ｔ値｜ｐ値

ｑＯＯ４１１Ｌ９９５１ｑＯＯＯ0．０５３定数項

0．００７１１．４９３１０．１‘Ｚ1．，１０顧客囲い込み戦略

0．００６１－０８６７１０，３９０渉外活動重視戦略 0.005

0.0071０．７１８１０．４７６0．００５非対面型営業戦略

0.0051０．９７４１０．３３５融資ボリューム重視戦略 0．００５

0００６１０．７４７１０．４５８0.004採算管理重視戦略

貸出金利回り変化率に対しては、表8-7より有意水準5％で正または負の効果をもたらすものは無く、分析結果
からいずれの因子も被説明変数に影響を与えていない結果となった。

表8-7被説明変数＝貸出金利回り変化率

R２１調整済みR２Ｒ

０．０２３１－０．０７１0１５１

係数推定値｜標準誤差｜ｔ値｜ｐ値

0．００４１－２６，１２９１０．０００-０．１０５定数項

0．００６１－０．２８１１０．７８０－０．００２顧客囲い込み戦略

0.0061－０．８６７１０．３９０渉外活mlj重視戦略 -０．００５

0．００７１０．８７８１０．３８４非対面型営業戦略 0．００６

0．００５１０．１９６１０．８４６融資ボリューム重視戦略

採算管理重視戦略

０．００１

0．００５１－０．２５６１０．７９９-０．００１

預金利回り変化率に対しては、表8-8より有意水準5％で正または負の効果をもたらすものは無いが、ｐ値より

融資ボリューム戦略が正の効果を与える可能性がある。しかしながら、同戦略から選択される可能性が高いマー

ケティング手段である融資推進に低利を武器・融資渉外のきめ細かいサービス等の手段が、預金利回りに正の影

響を及ぼすことへ考察は困難である。

表8-8被説明変数＝預金利回り変化率

好｜調整済みＲ２Ｒ
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６.結論

本稿は、宮村。住谷（2003）の分析フレームワークを用いて、地方銀行のリテールに対するマーケティング手
段の採否を決定する際の戦'１１各及びこれらの戦略と財務パフォーマンス変数との関係を調べた。宮村・住谷（2003）

らの先行研究においては､信用金庫を対象に分析した結果､因子分析により８つのマーケティング戦略が抽出され、
回帰分析の結果、預金残高増減率と貸出残高増減率に効果がある戦'11各・個人貸出残高に効果のある戦略・業務純
益に効果がある3つの重要な戦略の存在が示唆された。他方で、本稿では、宮村・住谷（2003）で指摘された課題

を踏まえ、分析対象を地方銀行58行とし、地域金融機関をとりまく収益環境の変化や金融危機後の経営環境であ
ることも考慮しリテール・マーケットに直接関わりの深い8つのパフォーマンス変数を採用した。分析の結果は次
のように要約される。

（１）地方銀行は、今回利用した19のマーケティング手段の採否を選択する際に5つの戦|Ⅱ各を軸に意思決定を行う
事が示唆された。

（２）非対面型戦略は、役務取引等収益増減率に対し負の効果を及ぼす可能'性がある。

（３）採算管理重視戦略は、資金利益増減率に対し正の効果を及ぼす可能性がある。

（４）渉外活動重視戦略は､貸出金残高増減率と消費者ローン残高増減率に対し正の効果を及ぼす可能性がある。
（５）顧客囲い込み戦略は、中小企業貸出残高増減率と預金残高増減率に対し正の効果を及ぼす可能性がある。
（６）貸出金利回り変化率に影響を及ぼす戦'11各は見つからなかった。

（７）融資ボリューム戦略は、預金利回り変化率に対し正の効果を及ぼす可能性がある。

総合的に考察すると、前段で述べたように資金利益を構成する預金残高や貸出金残高等のボリューム面に影響
を与えると考えられた渉外活動重視戦略や顧客囲い込み戦略が資金利益増減率に影響を及ぼさなかったという結
果や貸出金利回り変化率に影響を及ぼす戦Ⅲ各が観察できなかった。また、預金利回り変化率に融資ボリューム戦
略が影響を及ぼす可能性が観察されるなど解釈が困難な結果も見られたこと等の問題点が残った。
しかしながら、これらの結果はマーケティング手段の有用性を否定するものではなく、むしろ今回の分析対象

期間が金融危機状況下においての急激な景気後退局面期であり、外性的なショック要因が強い時期だったことが
影響していると考えられる。

今後の課題と方針としては、今回の因子分析と回帰分析の結果を利用して5つの戦略を軸に選択される可能性が
高い各マーケティング手段とパフォーマンス変数との関係性を明らかにする。この手法により、経済停滞下の現
況においても有効に機能する地方銀行の収益性向上策をより効率的に探索する事が可能になると考えている。
本来ならば、金融危機前に行われた宮村・住谷（2003）らの調査が、信用金庫のみを対象としている為、今回
の調査も信用金庫を対象に行えば、時点調査でリテール・マーケティング戦略と収益性の関係性において明確な
比較分析が可能であり、より深い洞察を得たであろう。しかしながら、筆者らは、全国信用保証連合会、全国ilh
方銀行協会の支援を受けて地方銀行を対象に4年ほど前から「ＣＲＭに関する実態アンケート調査」を行っており、
今回の調査もその一連の調査であるため、`信用金庫、信用組合の調査には至らなかった。今後は、今回の調査を
信用金庫、信用組合にも適用し、時点調査を繰り返しながら、業態別、機関別にパフォーマンスを高めるような
戦略の識別を行って、各協会並びに各地域金融機関へこれらの実証研究をフィードバックしていければと考えて
いる⑪
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Inthisstudy,ItriedtorevealthemarketingmeanstakenbylocalHnancialinstitLltionsfbrtheirretailbusiness，

whichistheirmainrevenue-generatingsou1℃e,andthelnanagementstrategiesunderwhichtheabovemarketing
meansareconsideredandselected,addressingthecurrenttimeoffinancialcrisis,whichdoesnotshowanysign

ofrecovery,byusingthefactoranalysiswithintheanalyticalfi･ameworkusedfbrsurveyingthecreditunionby

MiyamuraandSumitaniinNovember200L

InthatpreviousstudyconductedtothecreditunionbyMiyamuraandSumitani，theycouldextracteight

marketingsh･ategiesusingthefactoranalysis,andalsobyapplyingtheregressionanalysis,ｔｈｅｙcouldindicate
thattherearefbllowingthreecriticalstrategies：astrategyeffectivefbrimprovingtheamountofdeposit，a

strategyeffectivefbrimprovingtheamountofpersonalloansandastrategyeffectivefbrimprovingthestrategic
bankingprofit・

OnthebasisoftheissuesidentiHedintheabovepreviousresearch，Ihavedecidedtofbcuson58regionaｌ

ｂａｎｋｓａｎｄｔｏｔａｋｅｕｐｓｕｃｈｅｉｇｈｔｐｅｒｆbrmancevariablesasarelinkeddirectlytotheretailmarketing,onlyafter

takingintoaccountthefactthatlocalfh1ancialinstitutionsareexperiencingchangesintheirrevenue

environmentandalsothefaｃｔｔｈａｔｔｈｅｙａｒｅｓｔｉｌｌｉｎａｓｐｅｃｉａｌｍａnagementconditionofrecovel･ingfi･omthe
Hnancialcrisis，

Fromthisstudy,［couldobtainthefbllowingresults．

（１）Regionalbanksaremakingdecisions，ｕsingtheirpivotalfivestrategiesinselectingamongthel9

marketingmeansthatlhavetakenupinthisstudy．

（２）Thenon-countersellingstrategymayservenegativelyfbrtheyearlyincreaseoftherevenuefiDmthe
transactioncategory．

(3)Thenet-profitstrategymayservepositivelyfbrtheyearlyfilndprofitincrease

(4)Thesalesactivitystrategymayservepositivelyfbrtheyearlylendingincreaseandyearlyconsumerloan
balanceincrease．

（５）ThecustolnerretentionstrategymayservepositivelyfOrtheyearlyloanincreasefbrsmall-sizeand

medium-sizecompanies．

(6)Icouldnotfindanystrategywhichaffectstheyearlyloaninterestincrease

(7)Theloanvolumeexpansionstrategymayservepositivelyfbrtheyearlydepositinterestlncrease．


